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機能訓練特化型デイサービスサングレイス本町 

 指定通所介護〔 第一号通所事業（前橋市介護予防通所介護相当サービス）〕

重要事項説明書 

 

社会福祉法人陽光会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事業所はご利用者様に対して指定通所介護〔第一号通所事業（前橋市介護予防通所介護 

相当サービス）〕を提供いたします。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上 

ご注意いただきたいことを次のとおりご説明申し上げます。 

 

 

 

 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」、「要支援」と認定され

た方・基本チェックリストにより「事業対象者」と判定された方が対象となります。

要介護認定等をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。 
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当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（前橋市指定 第１０７０１０８７８０号 ） 
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１．事業者 

 

（１）法 人 名       社会福祉法人陽光会 

（２）法人所在地      群馬県前橋市問屋町一丁目５番地４ 

（３）電 話 番 号       ０２７－２５６－７７８８ 

（４）代表者氏名      理事長 高玉 真光 

（５）設 立 年 月       平成１５年８月１１日 

 

２．事業所の概要 

 

（１）事業所の種類     指定通所介護事業所（令和６年１０月１日指定） 

介護保険事業所番号 第１０７０１０８７８０号 

（２）事業所の目的 

及び運営方針   機能訓練特化型デイサービスサングレイス本町は、介護保険法令の趣旨に 

従い要介護者等に対し、通所による各種サービスを提供することにより 

自立した日常生活を営むことができるように支援するとともに、社会的孤 

立感の解消、心身機能の維持向上等を図り、その家族の身体的、精神的な 

負担の軽減を図ることを目的としています。 

（３）事業所の名称  機能訓練特化型デイサービスサングレイス本町 

（４）事業所の所在地   群馬県前橋市本町一丁目１７番地１８ 

（５）電 話 番 号   ０２７－２２１－２５２５ 

（６）管 理 者 氏 名  山下 建樹 

（７）開 設 年 月   令和６年１０月１日 

（８）利 用 定 員   １単位２５人（通常規模型通所介護） 

（９）事業所が行っている他の業務  当事業所では、次の業務もあわせて実施しています。 

第一号通所事業（前橋市介護予防通所介護相当サービス） 

（令和６年１０月１日指定） 

介護保険事業所番号 第１０７０１０８７８０号 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

 

（１）通常の事業の実施地域 前橋市、高崎市、渋川市、吉岡町、榛東村のうち別紙に記載する 

地域を除く地域とする。 

 

（２）営業日及び営業時間 

営業日 月曜日から土曜日 ※１月１日を除く 

受付時間 午前８時３０分～午後５時３０分 

サービス提供時間 
１単位目：午前８時３０分～午後１２時３０分 

２単位目：午後１時３０分～午後 ５時３０分 
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４．職員の配置状況 

 

    当事業所では、ご利用者様に対して指定通所介護サービス、第一号通所事業（前橋市介護予防 

通所介護相当サービス）を提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

 

［主な職員の配置状況］※職員の配置については法令基準を遵守しています。 

職 種 人 数 法令基準 

１ 管理者  １名 １名 

２ 生活相談員  ２名 １名 

３ 介護職員  ３名 ３名 

４ 看護職員  ２名 １名 

５ 機能訓練指導員  ２名 １名 

 

［主な職種の勤務体制］ 

職種 勤 務 体 制 

１ 生活相談員 
勤務時間：午前８時３０分～午後５時３０分 

□原則として１名の生活相談員が勤務します。 

２ 介護職員 
勤務時間：午前８時３０分～午後５時３０分 

□原則として３名の介護職員が勤務します。 

３ 看護職員 
勤務時間：午前８：３０分～午後５時３０分 

□原則として１名の看護職員が勤務します。 

４ 機能訓練指導員 
勤務時間：午前８：３０分～午後５時３０分 

□原則として１名の機能訓練指導員が勤務します。 

 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

  

当事業所では、ご利用者様に対して以下のサービスを提供します。当事業所が提供するサービス

について、利用料金が介護保険から給付される場合若しくは利用料金の全額をご利用者様にご負担

いただく場合があります。 

 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第４条参照） 

以下のサービスについては利用料金の大部分（通常７～９割）が介護保険から給付されます。 

  

※加算対象サービスについては、ご利用者様ごとの選択制となります。利用するサービスの 

種類や実施日、実施内容等については、居宅サービス計画又は介護予防ケアマネジメント 

（以下「居宅サービス計画等」という。）に沿い、事業所とご利用者様で協議したうえで通所 

介護計画・介護予防通所介護相当サービス計画（以下「通所介護計画等」という。）に定め 

ます。 
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【 基本サービス 】 

 

①排泄 

□ご利用者様の排せつの介助を行います。 

②送迎サービス 

□ご利用者様の希望により、ご自宅と事業所間の送迎サービスを行います。但し、通常の 

事業実施地域外からのご利用の場合は、別途送迎費用をご負担いただきます。 

 

 

【 加算対象サービス 】 

 

①入浴介助加算（Ⅰ） 

□ご利用者様に入浴介助を行った場合に算定されます。 

     ②入浴介助加算（Ⅱ） 

      □ご利用者様の居宅を訪問し、浴室における動作及び浴室の環境評価を実施し個別入浴 

       計画を作成して、計画に基づいた入浴介助を行った場合に算定されます。 

③個別機能訓練加算（Ⅰ）イ 

□機能訓練指導員により、ご利用者様の心身等の状況に応じて、居宅を訪問し個別機能 

訓練計画を作成して、個別若しくは５人以下程度のグループで身体機能及び生活機能を 

重視した訓練を機能訓練指導員が直接行った場合に算定されます。 

     ④個別機能訓練加算（Ⅱ） 

      □個別機能訓練内容等の情報を厚生労働省へ提出し、機能訓練実施のために情報を活用 

       した場合に算定されます。 

     ⑤生活機能向上連携加算（Ⅱ） 

      □訪問・通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療 

提供施設の理学療法士等が通所介護事業所を訪問して、共同で個別機能訓練計画を 

作成し、当該計画を見直している場合に算定されます。 

⑥栄養改善加算 

      □管理栄養士を配置し、ご利用者様毎に栄養計画を作成し栄養管理を行い、定期的に 

       当該計画を見直している場合に算定されます。 

     ⑦栄養アセスメント加算 

      □管理栄養士を配置し、ご利用者様毎に栄養アセスメントを実施して、ご利用者様又は 

       ご家族様に結果を説明し相談等に応じた場合に算定されます。 

     ⑧口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 

      □利用開始月及び６ヶ月毎にご利用者様の口腔の健康状態及び栄養状態について確認 

して当該情報を担当の介護支援専門員に提供した場合に算定されます。 

     ⑨口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 

      □栄養アセスメント加算・栄養改善加算又は口腔機能向上加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定し 

       利用開始月及び６ヶ月毎にご利用者様の口腔の健康状態と栄養状態のいずれかに 

ついて確認して当該情報を担当の介護支援専門員に提供した場合に算定されます。 

     ⑩口腔機能向上加算（Ⅰ） 

      □ご利用者様毎に口腔機能改善管理指導計画を作成し口腔機能向上サービスを行い 

定期的に当該計画を見直している場合に算定されます。 

 

 

 



 - 5 - 

 

     ⑪口腔機能向上加算（Ⅱ） 

      □口腔機能向上加算（Ⅰ）の要件を満たし、口腔機能改善管理指導計画等の内容を 

       厚生労働省へ提出し、口腔機能向上のために情報を活用した場合に算定されます。 

⑫一体的サービス提供加算 

      □上記⑥・⑩の加算対象サービスのうちいずれも実施した場合に算定されます。 

※当加算が算定される場合、⑥・⑩の加算対象サービスは算定されません。 

     ⑬ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） 

      □ご利用者様の利用開始月と６ヶ月毎にＡＤＬ値（Ｂａｒｔｈｅｌｌｎｄｅｘ）を測定し 

       当該測定結果（ＢＩ利得）が１以上の場合に算定されます。 

     ⑭ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） 

      □上記ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）の要件を満たし、当該測定結果（ＢＩ利得）が２以上の 

場合に算定されます。 

     ⑮若年性認知症利用者受入加算 

      □若年性認知症（６５歳未満）のご利用者様を受入れて、個別の担当者を定めて 

当該ご利用者様の特性やニーズに応じたサービスを実施した場合に算定されます。 

     ＊要介護対象加算 ・・・・・・・・・ 上記①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪⑬⑭⑮ 

     ＊要支援・事業対象者対象加算 ・・・ 上記⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪⑫⑮ 

 

【 その他の加算（要介護・要支援・事業対象者対象加算） 】 
 

①サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 
□介護職員総数のうち介護福祉士有資格者の割合が７０％以上である場合に算定されます。 

②サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 
□介護職員総数のうち介護福祉士有資格者の割合が５０％以上である場合に算定されます。 

③サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 
□介護職員総数のうち介護福祉士有資格者の割合が４０％以上である場合に算定されます。 

     ④科学的介護推進体制加算 
      □ご利用者様毎のＡＤＬ値・栄養状態・口腔機能・認知症の状況・その他心身の状況等に 
       係る基本的な情報を厚生労働省へ提出し、サービス計画を見直す等に情報を活用した場合 
       に算定されます。 
     ⑤介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 
      □以下の要件を満たした場合に算定されます。 
       ＊介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）の１／２以上を月額賃金で配分 

＊職場環境の改善・見える化 
＊賃金体系等の整備及び研修の実施 
＊資格や経験年数等に応じた昇給の仕組みの整備 
＊処遇改善後の賃金年額４４０万円以上が１名以上 
＊経験技能のある職員を事業所内で一定割合以上配置 

⑥介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 
      □上記加算（Ⅰ）のうち、経験技能のある職員を事業所内で一定割合以上配置以外の要件 
       を満たした場合に算定されます。 

 
    【 サービスの利用頻度 】 
 
     利用する曜日や内容等については、居宅サービス計画等に沿いながら、ご利用者様と協議の

うえ決定し、通所介護計画等に定めます。 
     ただし、ご利用者様の状態の変化、通所介護計画等に位置付けられた目標の達成度を 

踏まえ必要に応じて変更することがあります。 
 

【 サービス利用料金（契約書第６条参照） 】 
 

下記の料金表により、ご利用者様の要介護度等に応じた自己負担金をお支払い下さい。 
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①通所介護（１割自己負担額 ／ 日額） 

 

区 分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

３時間以上４時間未満 ３７０円 ４２３円 ４７９円 ５３３円 ５８８円 

４時間以上５時間未満 ３８８円 ４４４円 ５０２円 ５６０円 ６１７円 

加  算 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２円 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８円 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ６円 

科学的介護推進体制加算 ４０円（月１回） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 自己負担金総額の９．２％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 自己負担金総額の９．０％ 

入浴介助加算（Ⅰ） ４０円 

入浴介助加算（Ⅱ） ５５円 

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ ５６円 

個別機能訓練加算（Ⅱ） ２０円（月１回） 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） ２０円 / ６ヶ月 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） ５円 / ６ヶ月 

口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０円（月２回） 

口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０円（月２回） 

栄養改善加算 ２００円（月２回） 

栄養アセスメント加算  ５０円（月１回） 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） １００円（月１回） 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） ３０円（月１回） 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） ６０円（月１回） 

若年性認知症利用者受入加算 ６０円 

 
 

②第一号通所事業[ 前橋市介護予防通所介護相当サービス ]（１割自己負担額 ／ 月額） 

 

区 分 
要支援１・事業対象者 要支援２・事業対象者 

１，７９８円 ３，６２１円 

加  算 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 
８８円（要支援１・事業対象者） 

１７６円（要支援２・事業対象者） 

科学的介護推進体制加算 ４０円 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 自己負担金総額の９．２％ 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） ２０円 / ６ヶ月 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） ５円 / ６ヶ月 

口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０円 

口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０円 

栄養改善加算 ２００円 

栄養アセスメント加算 ５０円 

一体的サービス提供加算 ４８０円 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００円 

若年性認知症利用者受入加算 ２４０円 
 

※上記の利用時間以外の料金につきましては、窓口までご相談ください。 
 
※上記自己負担金は、利用料金の１割の場合であり、一定以上の所得のある方は自己負担 

金が２～３割となります。 

 
※前橋市は介護保険上の地域区分が７級地に該当するため、介護保険給付による利用料は 
上記の合計金額に１．４％を加算した額となります。（円未満切捨て） 
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※ご利用者様がまだ要介護認定等を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を 
一時的にお支払いいただきます。要介護認定等を受けた後、自己負担額を除く金額が 
介護保険から償還払いとして払い戻されます。また、居宅サービス計画等が作成されて 
いない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、ご利用者様が保険給付の申請 
を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

 
※介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご利用者様の 
負担額を変更いたします。 

 

※サングレイス本町に居住している方は以下の料金が基本単価から減額されます。 
（ 同一建物減算 ） 

       1）要介護１～５ ＝ ９４円／日 
2）要支援１・事業対象者 ＝ ３７６円／月 
3）要支援２・事業対象者 ＝ ７５２円／月 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第５条、第６条参照） 

以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者様の負担となります。 

 

①介護保険給付の支給限度額を超える通所介護サービス等の利用 

□介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利用料金の 

全額がご利用者様の負担となります。 

 

②通常の事業実施区域外への送迎 

□通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される 

 場合は、送迎費用として、下記料金をいただきます。 

※料金 １ｋｍ毎に５０円 

（事業所より１０ｋｍを超過した地点からの実走行距離に対し加算・１ｋｍ未満四捨五入） 

 

    ③通常のレクレーション及びクラブ活動にかかる費用は介護報酬のなかに含まれますので 

費用はかかりません。ただし、ご利用者様の選択による個別的なレクレーション及びクラ 

ブ活動にかかる費用については、別途、実費徴収いたします。 

 

④その他、日常生活に応じ必要な物品はご利用者様の全額自己負担です。 

 

※上記の料金は、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変 

更することがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う 

２ヶ月前までにご説明します。 

 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第６条参照） 

前記（１）、（２）の料金及び費用は、利用日数に基づき月末締めで計算いたします。請求書に 

つきましては、翌月１５日から２３日迄に配布いたしますので、２５日迄に以下のいずれかの 

方法でお支払い下さい。 

なお、領収書は翌月の請求書に同封し配布いたします。 

 

①窓口での現金払い 
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②下記指定口座へのお振込み（振込み手数料は自己負担となります） 

     □振 込 先：足利銀行 前橋支店  

□預金種目：普通預金 

□口座番号：５５４５６２４ 

     □受 取 人：社会
しゃかい

福祉
ふ く し

法人
ほうじん

陽光会
ようこうかい

 理事長
りじちょう

 高玉
たかたま

 真光
まさみつ

 

 

③金融機関口座からの自動引落し 

     □指定金融機関（足利銀行全支店）口座からの自動引落し（手数料無料） 

      ＊引落日：毎月２５日（土日祝日の場合、翌営業日） 

 □ご利用者様の任意指定金融機関口座からの自動引落し （手数料１２０円） 

＊引落日：毎月２７日（土日祝日の場合、翌営業日） 

 

（４）利用の中止、変更、追加（契約書第７条参照） 

 

     [ 要介護・要支援・事業対象者 ] 

①利用予定日の前に、ご利用者様の都合により、通所介護サービス等の利用を中止、変更、

又は新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサービスの実施日の

前日までに事業者に申し出てください。 

②サービス利用の変更及び追加の申し出に対して、事業所の稼働状況によりご利用者様の希

望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時をご利用者様に提示して

協議します。 

 

[ 要支援・事業対象者 ] 

①月のサービス利用日や回数については、ご利用者様の状態の変化、介護予防サービス計画

等に位置付けられた目標の達成度等を踏まえ、必要に応じて変更することがあります。 

②ご利用者様の体調不良や状態の改善等により介護予防通所介護相当サービス計画に定め

た期日よりも利用が少なかった場合、又は介護予防通所介護相当サービス計画に定めた期

日よりも多かった場合であっても、利用料金の日割りでの割引又は増額はしません。 

③ご利用者様の状態の変化等により、サービス提供量が、介護予防通所介護相当サービス計

画に定めた実施回数、時間数等を大幅に上回る場合には、介護予防支援事業者と調整の上、

介護予防サービス計画等の変更又は要支援認定の変更申請、要介護認定申請の援助等必要

な支援を行います。 

④月ごとの定額制となっているため、月の途中から利用を開始したり月の途中で終了した場

合であっても、以下の各号に該当する場合を除いては、原則として、日割り計算は行いま

せん。 

      □月途中に要介護から要支援又は事業対象者に変更となった場合 

      □月途中に要支援又は事業対象者から要介護に変更となった場合 

      □同一保険者管内での転居等により事業所を変更した場合 

⑤月途中で要支援度等が変更となった場合には、日割り計算により、それぞれの単価に基づ

いて利用料を計算します。 

 

（５）サービス提供記録の開示 

ご利用者様よりサービス提供記録の開示請求があった場合には、事業所はその求めに応じ 

サービス提供記録を開示いたします。 
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６．事故発生時の対応について 

 

   当事業所では、サービスの提供により事故が発生した場合は、すみやかに市町村、介護支援専門 

  員、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、事故の状況及び事故に 

際して行った処置を記録いたします。なお、事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐ 

ための対策を講じます。 

 

７．苦情の受付について（契約書第２０条参照） 

 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。また、苦情受付ボックス

を事業所内に設置しております。 

①苦情受付窓口 ： 管理者 山下 建樹（担当者） 

     ②受 付 時 間 ： 午前８時３０分～午後５時３０分 

     ③電 話 番 号 ： ０２７－２２１－２５２５ 

 

（２）外部相談所 

①前橋市福祉部介護保険課（ 前橋市大手町二丁目 12 番地 1 号 / 027-224-1111 ） 

②国民健康保険団体連合会介護保険課（ 前橋市元総社町 335-8 / 027-290-1323 ） 

③群馬県福祉サービス運営適正化委員会（ 前橋市新前橋町 13-12 / 027-255-6669 ） 

 

８．第三者評価（ ISO9001：2015 ）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第三者評価 
（ ISO9001：2015 ） 
の実施状況 

１ あり 

実 施 日 ― 

評価機関名称 ― 

結果の開示 １ あり（ 認証  ）  ２ なし 

２ なし 
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説明年月日：令和  年  月  日 

 

 

 

□契約の締結にあたり、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

 

説明者職氏名：                 （押印省略） 

 

 

 

□契約の締結にあたり、本書面により重要事項の説明を受けました。 

 また、利用者及び家族等についての個人情報を、別紙書類「社会福祉法人陽光会 個人情報利用目的」 

の範囲内で利用、提供、又は収集することについて同意しました。 

 

 

                 利用者氏名：                  （押印省略） 

 

 

家 族氏名：                  （押印省略） 

 

 

代理人氏名：                  （押印省略） 

 

                 ＊利用者氏名欄は家族又は代理人による代筆可 

 

 

 

※当事業所では、行事などの写真記録等を、利用者の方々の楽しみの一環として施設内に掲示する 

場合があります。また、広報活動の一環として、ご家族及び代理人様、近隣住民等の施設外の方々 

に事業所内の様子を伝え、高齢者福祉への理解を深めていただくために、当会の広報誌やホーム 

ページに写真や氏名を掲載することがあります。 

つきましては、上記の個人情報利用可否についての意思表示を、以下によりお願いいたします。 

 

①事業所内での写真掲示                  承諾する  ・  承諾しない 

  ②当会広報誌・ホームページでの写真及び氏名の掲載     承諾する  ・  承諾しない 

 

 

 

※この重要事項説明書は、厚生省令第３７号（平成１１年３月３１日）第８条の規定に基づき、利用申込

者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。 
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＜重要事項説明書付属文書＞ 

 

１．事業所の概要 

（１）建物の構造       鉄筋コンクリート造６階建  

サービス付き高齢者向け住宅サングレイス本町１階 

（２）建物の延べ床面積   ２６６８．６３㎡（うちデイサービス面積１９３．５８㎡） 

（３）事業所の環境    公益財団法人老年病研究所附属高玉診療所に隣接しているため、医療と

福祉の連携した安心の環境の中でサービスを受けることができます。 

 

２．職員の配置状況 

 （１）介 護 職 員：ご利用者様の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談及び助言等を 

行います。 

 （２）生 活 相 談 員：ご利用者様の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

 （３）看 護 職 員：主にご利用者様の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の 

介護、介助等も行います。 

 （４）機能訓練指導員：ご利用者様の機能訓練を担当します。 

（５）管 理 栄 養 士：昼食の献立作成及び栄養ケアを担当します。 

 

３．契約締結からサービス提供までの流れ 

（１）ご利用者様に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、「居宅サービス計

画（ケアプラン）」等がある場合は、その内容を踏まえ契約締結後に作成する「通所介護計画」

等に定めます。契約締結からサービス提供までの流れは次の通りです。（契約書第３条参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②その担当者は通所介護計画等の原案について、ご利用者様及びその

家族等に対して説明し、同意を得たうえで決定します。  

※サービス実施日や加算対象サービスの利用の有無等については、

居宅サービス計画等に定められています。  

※通所介護計画等では、居宅サービス計画等に沿って、具体的なサ

ービス内容や援助目標を定めます。  

 

 

 ③通所介護計画等は、居宅サービス計画等が変更された場合、もしく

はご利用者様及びその家族等の要請に応じて、変更の必要があるか

どうかを確認し、変更の必要のある場合には、ご利用者様及びその

家族等と協議して、通所介護計画等を変更いたします。  

①当事業所の生活相談員に通所介護計画等の原案作成やそのために必

要な調査等の業務を担当させます。  

④通所介護計画等が変更された場合には、ご利用者様に対して書面を交付し、

その内容を確認していただきます。 
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（２）ご利用者様に係る「居宅サービス計画（ケアプラン）」等が作成されていない場合のサービス

提供の流れは次の通りです。 

①要介護認定等を受けている場合 

 

○居宅介護支援事業者等の紹介等必要な支援を行います。 

○通所介護計画等を作成し、それに基づき、ご利用者様にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、利用料金を一時的に全額お支払いいただき 

ます。（償還払い） 

 

                居宅サービス計画（ケアプラン）等の作成 

                      

○作成された居宅サービス計画等に沿って、通所介護計画等を変更し、それに基づき 

ご利用者様にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、介護保険給付費額を除いた料金（自己負担額） 

 をお支払いいただきます。 

 

②要介護認定等を受けていない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○要介護認定等の申請に必要な支援を行います。 

○通所介護計画等を作成し、それに基づき、ご利用者様にサービスを提供します。 

○介護保険給付対象サービスについては、利用料金を一時的に全額お支払いいただき 

ます。（償還払い） 

居宅サービス計画の作成 

○居宅サービス計画（ケ

アプラン）を作成して

頂きます。必要に応じ

て居宅介護支援事業者

の紹介等必要な支援を

行います。 

要介護と認定 

○介護予防サービス計画

（ケアプラン）等を作

成して頂きます。必要

に応じて介護予防支援

事業者の紹介等必要な

支援を行います。 

要支援・事業対象者と認定 自立と認定 

○契約は終了します。 

○既に実施されたサービ

スの利用料金は全額自

己負担となります。 

 

○作成された居宅サービ

ス計画に沿って、通所介

護計画を変更し、それに

基づき、ご利用者様にサ

ービスを提供します。 

○介護保険給付対象サー

ビスについては、介護保

険の給付費額を除いた

料金（自己負担額）をお

支払いいただきます。 

介護予防サービス計画等の作成 

○当事業所の通所介護サービスが介護予防サービス計画

等に位置づけられた場合には、介護予防通所介護相当サ

ービス及び料金やサービス内容等について説明し、ご同

意のうえ」介護予防通所介護相当サービスの提供につい

て改めて契約を締結します。 

○作成された介護予防サービス計画等に沿って、介護予防

通所介護相当サービス計画を作成し、それに基づき、ご

利用者様に介護予防通所介護相当サービス等を提供し

ます。 

○介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付

費額を除いた料金（自己負担額）をお支払いいただきま

す。 



 - 13 - 

 

４．サービス提供における事業者の義務（契約書第９条、第１０条参照） 

当事業所では、ご利用者様に対してサービスを提供するにあたり次のことを守ります。 

（１）ご利用者様の生命、身体、財産の安全確保に配慮します。 

（２）ご利用者様の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携 

のうえ、ご利用者様から聴取、確認のうえでサービスを実施します。 

（３）ご利用者様に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともに 

   ご利用者様、ご家族又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

（４）ご利用者様へのサービス提供時において、ご利用者様に病状の急変が生じた場合 

その他必要な場合には、速やかに主治医への連絡を行う等必要な処置を講じます。 

（５）事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り 

得たご利用者様又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しませ 

ん（守秘 義務）。ただし、ご利用者様に緊急な医療上の必要性がある場合には 

医療機関等にご利用者様の心身等の情報を提供します。また、サービス担当者会議 

などに係る他の居宅介護支援事業者等との連携を図るなど正当な理由がある場合 

には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書により得た上で、ご利用者様 

又はそのご家族等の個人情報を用いることができるものとします。 

 

５．サービスの利用に関する留意事項 

（１）施設、設備の使用上の注意（契約書第１１条参照） 

①施設、設備、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

②故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり 

汚したりした場合には、ご利用者様の自己負担により原状に復していただくか、又は相当の 

代価をお支払いいただく場合があります。 

③当事業所の職員や他のご利用者様に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利 

活動を行うことはできません。 

（２）喫煙 

  事業所内での喫煙はできません。 

   

６．損害賠償について（契約書第１２条、第１３条参照） 

当事業所において、事業者の責任によりご利用者様に生じた損害については、事業者は速やかに

その損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

ただし、その損害の発生について、ご利用者様に故意又は過失が認められる場合には、ご利用者

様の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償額を減じる場合

があります。 

 

７．サービス利用をやめる場合（契約の終了） 

契約の有効期間は、契約締結の日からご利用者様の要介護認定等の有効期間満了日までですが、

契約期間満了の２日前までにご利用者様から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更に同じ

条件で更新され、以後も同様となります。なお、契約期間中は、以下のような事由がない限り、継

続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、

当事業所との契約は終了します。（契約書第１５条参照） 
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（１）ご利用者様が死亡した場合。 

（２）要介護認定又は要支援認定等によりご利用者様の心身の状況が自立と判定された 

場合。 

（３）事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した 

場合。 

（４）施設の滅失や重大な毀損により、ご利用者様に対するサービスの提供が不可能になっ 

た場合。 

（５）当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合。 

（６）ご利用者様から解約又は契約解除の申し出があった場合。 

（７）事業者から契約解除を申し出た場合。 

 

８．ご利用者様からの契約解除の申し出（契約書第１６条、第１７条参照） 

契約の有効期間内であっても、ご利用者様から利用契約を解除することができます。その場合 

には、契約終了を希望する日の７日前までに契約解除届出書をご提出ください。 

ただし、以下の場合には、即時に契約を解除することができます。 

 

（１）介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合。  

（２）ご利用者様が入院された場合。 

（３）ご利用者様の居宅サービス計画等が変更された場合。 

（４）事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サービス 

等を実施しない場合。 

（５）事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合。 

（６）事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご利用者様の身体、財物、信用 

等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認めら 

れる場合。 

（７）他のご利用者様がご利用者様の身体、財物、信用等を傷つけた場合もしくは傷つける 

恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合。 

 

９．事業者からの契約解除の申し出（契約書第１８条参照） 

 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

 

（１）ご利用者様が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意に  

これを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を 

生じさせた場合。 

（２）ご利用者様による、サービス利用料金の支払いが３ヶ月以上遅延し、相当期間を定め 

た催告にもかかわらずこれが支払われない場合。 

（３）ご利用者様が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他のご 

利用者様等の生命、身体、財物、信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことな 

どによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。 

 

１０．契約の終了に伴う援助（契約書第１５条参照） 

契約が終了する場合には、事業者はご利用者様の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、 

必要な援助を行うよう努めます。 
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 別紙１  

 

 

 

通常の事業の実施地域 

 

 

通常の事業の実施地域は、前橋市、高崎市、渋川市、吉岡町、榛東村のうち下記に記載する 

地域を除く地域とする。 

 

 

 

□前橋市（５０音順） 

 

 新井町・荒口町・荒子町・飯土井町・泉沢町・市之関町・今井町・笂井町・大胡町 

 大前田町・柏倉町・粕川町・金丸町・上大屋町・上増田町・河原浜町・神沢の森 

 小坂子町・小島田町・駒形町・下阿内町・下大屋町・下川町・下佐鳥町・下増田町 

 滝窪町・鶴が谷町・鶴光路町・徳丸町・富田町・苗ヶ島町・中内町・新堀町 

 西大室町・西善町・二之宮町・鼻毛石町・馬場町・東大室町・東金丸町・東善町 

 樋越町・房丸町・嶺町・宮地町・三夜沢町・茂木町・横沢町・力丸町 

 

 

□高崎市（５０音順） 

 

 阿久津町・石原町・岩押町・岩鼻町・片岡町・金井淵町・上大島町・上里見町 

 上佐野町・上滝町・上豊岡町・上中居町・上室田町・北久保町・北双葉町・木部町 

 倉賀野町・倉渕町・栗崎町・剣崎町・神戸町・佐野窪町・新後閑町・下大島町 

 下大類町・下斎田町・下里見町・下佐野町・下滝町・下豊岡町・下中居町・下之城町 

 下室田町・下和田町・十文字町・宿横手町・白岩町・城山町・新町・台新田町 

 高関町・高浜町・竜見町・寺尾町・常盤町・中居町・中里見町・中島町・中豊岡町 

中室田町・根小屋町・乗附町・鼻高町・榛名湖町・榛名山町・東中里町・聖石町 

藤塚町・双葉町・本郷町・町屋町・三ツ子沢町・宮沢町・宮原町・八千代町 

 矢中町・山名町・八幡原町・八幡町・吉井町・若田町・和田多中町・綿貫町・和田町 

 

 

□渋川市（５０音順） 

 

 赤城町・阿久津・伊香保町・石原・祖母島・小野子・金井・上白井・川島・北牧 

 渋川・白井・中郷・中村・南牧・半田・吹屋・北橘町・行幸田・村上・横堀 

 

 

□榛東村 

 

 上野原 
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 別紙２  

 

社会福祉法人陽光会 個人情報利用目的 

 

 平成１５年法律第５７号として成立した「個人情報の保護に関する法律」が、平成１７年４月１日か

ら全面施行されました。これにより、当事業所は個人情報の取り扱いの重要性を認識し、これを保護す

るために、最善の努力をいたします。 

 つきましては、次のとおり個人情報の利用目的を特定いたします。 

 

（１）介護サービス利用者への介護の提供に必要な利用目的 

［介護関係事業者の内部での利用］ 

①当該事業者が介護サービスのご利用者様等に提供する介護サービス 

②介護保険事務 

③介護サービスのご利用者様に係る事務所等の管理運営業務のうち 

□入退所等の管理 

□会計及び経理 

□事故等の報告 

□当該利用者様の介護サービスの向上 

□当施設において行われる学生等への実習協力 

□その他ご利用者様に係る管理運営業務 

［他の事業者等への情報提供を伴う利用］ 

①当該事業所等がご利用者様等に提供する介護サービスのうち 

□当該利用者様に居宅サービスを提供する他の居宅事業者や居宅介護支援事業所等との連携 

（サービス担当者会議等）、照会への回答 

□その他の業務委託 

□家族等への心身の状況説明 

②介護保険事務のうち 

□保険事務の委託 

□審査支払機関へのレセプトの提出 

□審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

③損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

 

（２）その他の利用目的 

［介護関係事業者の内部での利用］ 

①介護関係事業者の管理運営業務のうち 

□介護サービスや業務の維持及び改善のための基礎資料 

□審査支払機関への情報提供 

 

注１ 他の事業者等への情報提供等の個人情報の利用について同意しがたい事項がある場合には、担当 

窓口（管理者）までお申し出ください。 

注２ お申し出がない場合については、同意していただけたものとしてお取り扱いいたします。 

注３ これらのお申し出は、いつでも撤回、変更等をすることができます。 


